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研究の内容 

 

日本の松枯れ被害（マツ材線虫病）は、2009年に青森県に侵入（駆除）するまでの約 25年間、秋田県内が

北限であった。現在、青森県では新たな侵入を許さないために、また秋田県北部と岩手県盛岡付近では被

害の北上を防ぐために、巨額の経費を投じた防除政策が取られている。本研究の目的は、寒冷地の松枯れ

の特性を利用して効果的かつ低コストな防除法を大学周辺で実践・確立すること、およびそれが市民ボラン

ティアを活用すればより広範な地域で実施可能であることを示すことである。 

寒冷地ではこれまで、気温が低いことに起因する幾つかの特徴が指摘されてきた。森林科学研究室ではこ

うした特性を整理し、①マツノマダラカミキリが寄生するのは産卵期（7～9 月）に衰弱・変色した個体に限られ

るはずで、②このような被害木を特定できれば、これらを選択的に伐採してマツノマダラカミキリを駆除するこ

とで効果的かつ低コストな防除が可能であると主張してきた（秋田方式；小林 2004，星崎ら 2005）。また、最

新の航空写真解析技術とを活用して、探索時に発見した被害木を伐採時に再発見する労力の低減や、無

人探査の可能性について検討してきた。 

これまでの研究では大学周辺の海岸松林において、秋田方式が拠り所とする前提条件①の実証を行なっ

て、それを支持する結果を得てきた（太田ら 2009、松浦ら 2010、Ohta et al. 2012 など）。しかしながら、②につ

いては、秋田方式で駆除できるマダラカミキリ寄生木は多く見積もっても 85％程度であり、これまでに本州中

部で目標値とされてきた値＝90％に及んでいないことも明らかとなった（太田和誠修士論文、2009）。このこと

から、秋田方式で松枯れは本当に防除できるのか、まだ予断を許さない状況である。 

そこで本研究では、大学周辺の松林でこれまでのやり方をやや簡素化した形で被害量のモニタリングを継

続し、秋田方式の防除効果を検証する。ここで言う簡素化とは、秋田方式の普及を念頭に非専門家による

実施が可能な体制づくりを取り入れることを指す。秋田方式を確立した過程で、われわれは被害木を炭化

し、これを地域住民と一緒に行なってきた。そこで、地域住民と協力して枯死木の探索のための定例調査を

実施し、そのデータをもとに被害量の把握や優先伐採個体の判断を行なっていく。さらに、秋田県長の所管

部署及び県内各地の松林の保存会と連携して、秋田方式のポイントを普及させ、各地の防除活動が的を得

た作業になるよう、尽力する。野外調査に不慣れな人でも継続調査ができるよう、GPS とオルソフォト画像の

利用を促進し、探索ルートや被害木の位置記録を簡易にするシステム構築も目指す。 
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研究の独自性・アピール点 

松枯れの進行は地域の「住みやすさ」を確実に低下させる（三田ら 2009）。地域住民の積極的な協力は、

海岸松林が江戸時代に端を発する飛砂防止植林活動の賜物であり、これまで地域住民を飛砂から守ってき

た重要な存在であることからして、いわば必然であった。本研究は、ややもすれば行政に頼りがちであった被

害防除の体制を、専門家集団のみが実施するのではなく、志のある住民が主体となる体制にある。これまで

の炭やきは 120 回を超え、県大周辺のボランティア探索も 3 年目に入っている。 

期待される成果・波及効果 

大学周辺でのこれまでの調査結果のとりまとめでは、2009 年ごろから松枯れ被害の減少傾向が認

められ、このままの推移で被害を抑えられることは十分期待できる。秋田方式で被害の激害化を食

い止めることが実証できれば、北東北の各県の松枯れ防除政策は詳細が再検討され、対策の根拠と

なる防除実施時期（駆除対象僕の探査月、伐採の時期と処理木のサイズ、薬剤散布日など）が必要

に応じて改められるだろう。 

また、市民参加型の防除は行政コストを大幅に下げる効果が期待できる。現在、秋田市新屋、能

代市風の松原、にかほ市九十九島の各地の松林保存会と交流があり、秋田方式をもとに松枯れ被害

を伏せ部ポイントを普及しているところである。こうした動きから、各地の松枯れ防除が正しいや

り方で実施されれば県内の松枯れ被害は確実に下火になっていくと思われる。市民を森林行政に巻

き込む体制づくりなどの整備を後押しする流れにつながるだろう。炭やきの導入が広まれば、枯死

木を産業廃棄物として処理する必要がなくなり、生物資源の循環利用が図られていく。この点でも、

本研究の成果は行政コストの低減と資源の持続的利用に有意に貢献できるポテンシャルをもつ。 
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